
－
(13.73)

－ 令和1年度 令和2年度 令和3年度

(18.73) 元利償還金の額
(繰上償還額等を除く)

(1) 1,264,324 1,500,389 1,387,560 (4)の内訳(上位事業及びその他) 決算額(単位:千円)

9.8 積立不足額を考慮して算定した額 (2)

(25.0) 満期一括地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの(年度割相当額)等 (3)

69.0 公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金 (4) 638,506 580,514 578,587

(350.0) 一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負担金 (5) 18,783 20,442 21,149

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの (6)

一時借入金の利子 (7)

特定財源の額 (8) 8,062 9,013 10,388

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 (9) 303,051 302,210 296,546

災害復旧費等に係る基準財政需要額 (10) 997,390 1,152,978 1,030,045 (6)の内訳(上位事由及びその他) 決算額(単位:千円)

災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの) (11)

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 (12) 601 602 600

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金
(地方債の元利償還額を基礎として算入されたものに限る)

(13)

小計　（（(1)～(7)）－（(8)～(13)）） (Ａ) 612,509 636,542 649,717

標準財政規模 (14) 7,386,314 7,828,343 8,081,106

(9)～(13)の額 (15) 1,301,042 1,455,790 1,327,191

小計　(14)－(15) (Ｂ) 6,085,272 6,372,553 6,753,915

(Ｃ) 10.06543 9.98881 9.61986

決算額
(単位:千円､％)

一般会計 (1) 1,279,445

(2) 令和3年度末一般会計等の地方債現在高 (1) (3)の内訳(上位事業及びその他) 決算額(単位:千円)

(3) 債務負担行為に基づく支出予定額 (2)

水道事業会計 (4) 1,139,603 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額 (3)

工業用水道事業会計 (5) 108,465 組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額 (4)

下水道事業会計 (6) 244,501 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 (5)

(7) 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額 (6)

(8) 連結実質赤字額 (7)

(9) 組合等の連結実質赤字額相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額 (8)

(10) (9)

(11) (10) (6)の内訳(上位団体及びその他) 決算額(単位:千円)

国民健康保険特別会計 (12) 87,452 (11)

介護保険特別会計 (13) 71,023 (Ａ)

後期高齢者医療特別会計 (14) 1,633 (12)

(15) (13)

(16) (14)

(17) (15)

(Ａ) 0 (16)

(Ｂ) 8,081,106 (17)

－ (Ｂ)

※令和2年度は，全会計の決算額合計が黒字となっているため，連結実質赤字額は０，連結赤字比率及び資金不足比率は－表示になっています。
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1,030,045

0
将来負担比率

12,239,044

69.0

602連結実質赤字額（(1)～(17)）

標準財政規模 密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金
(地方債の元利償還額を基礎として算入されたものに限る)

0

連結実質赤字比率　(A)／(B)×100 小計　（標準財政規模(12)－算入公債費等(13)～(17)） 6,753,913

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

　(A)／(B)×100

災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)

災害復旧費等に係る基準財政需要額

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

標準財政規模

小計　（将来負担額－（(9)～(11)）

0

8,081,106

4,664,107

296,546

11,171,531

下水道事業会計 6,364,402
－ 6,390,932
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区　　　　　分 決算額（単位：千円、％） 左　の　内　訳

令和3年度末の充当可能基金現在高 2,843,027

特定の歳入見込額 61,886

－ 114,577
水道事業会計 26,530

2,131,024

※赤字の場合のみ計算し，黒字の場合は，－となる。
単年度実質公債費比率　(Ａ)／(Ｂ)×１００

連　結　実　質　赤　字　比　率 資金不足比率

実質公債費比率　　 (Ｃ)／３ 9.8

区　　　　　分 (単位:％)

将　来　負　担　比　率

決算額(単位：千円、％)

繰上充用額 (Ａ) －

支払繰延額 (Ｂ) －

事業繰越額 (Ｃ) 3,971

標準財政規模 (Ｄ) 8,081,106

実質赤字比率（(A)＋(B)＋(C））／(D) －

分
　
　
母

茨城県潮来市 比

率

の

状

況

実 質 赤 字 比 率

( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)
実　質　公　債　費　比　率

区　　　　　分
決算額（単位：千円、％）

令 和 3 年 度 の 内 訳
連結実質赤字比率

( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)
　令和3年度決算

　に基づく健全化判断

　比率の状況

実 質公 債費 比率

( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%) 水道事業会計 1,408

将 来 負 担 比 率

( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%) 下水道事業会計 577,179

分
　
　
　
子

実　質　赤　字　比　率

区　　　　　分


